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研究成果の概要（和文）：災害発生後から復旧・復興に至る災害の全過程を通じて経済にもたらされる被害の整
合的な評価のための方法論の開発を目的とする．具体的には、地震動や浸水深等の災害外力，ライフラインの利
用可能性と産業の残存操業能力との関係を計量化するモデルを開発し，東日本大震災への適用を通じて方法論の
有効性を検証するとともに，東日本大震災後に実施した企業アンケート調査結果，及び，大規模企業間取引デー
タを用いて，サプライチェーン損傷の影響を分析しうる方法論の開発し，大規模災害に伴う経済復興過程の解明
に貢献した。

研究成果の概要（英文）：The project aims at developing a methodology for consistent assessment of 
economic losses through the entire process from occurrence of a disaster to the  post-disaster 
recovery. Specifically, we developed a model to quantify the relationship between external forces 
such as earthquake ground motion and inundation depth, lifeline availability and the remaining 
operation capacity of the industry, and verified the effectiveness of the methodology through 
application to the Great East Japan Earthquake. Critical components of the methodology are developed
 using cooperate questionnaire survey results conducted after the Great East Japan Earthquake and 
large-scale inter-company transaction data. The results of the project contributes to elucidate the 
economic recovery process associated with a large-scale disaster.

研究分野： 土木計画学

キーワード： 生産能力回復曲線　機能的フラジリティ曲線　ライフライン途絶抵抗係数　ケインズ型クロージャ　SCG
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
サプライチェーンの寸断を含む災害の経済影響を計量化するための分析の方法論が示された。この方法を用いれ
ば、災害発生直後に、即時的に、影響を直接受けた地域の産業からの財・サービスの供給の変化や、サプライチ
ェーンの寸断などによって直接被災していない地域における経済活動の停滞を予測できるようになる。この結果
を用いれば、災害直後により適切な対応策を実施することを可能とする。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

大規模災害からの社会のレジリエンシーをいかにして高めるかは，喫緊の政策課題であ

る．レジリエンシーは，ISO－BS25999 では「インシデントに影響されることに抵抗する

組織の能力」として定義される．レジリエンシーを高めるためには，インシデントの影響

を軽減する「抵抗力」と影響を受けても元通りの状態に戻れるようにする「復元力」の両

面からの対策が必要となる．災害リスクを管理するための方策も，被害の回避や軽減など

を目的とするリスク制御施策（抵抗力の増強策）と，災害発生時の被害の均等化や迅速な

復旧・復興， BCP などを含むリスク対応施策（復元力の増進策）とに分類される．した

がって，大規模災害に対する社会のレジリエンシーを高めるためには，これらの施策を有

効に組み合わせた総合的災害リスク管理の方策を設計・評価するための方法論の開発する

ことが必要であるが，このためには，少なくとも災害発生後から復旧・復興に至る災害の

全過程を通じて経済にもたらされた被害を整合的に評価し，これらの施策の効果を分析し

うる枠組みを構築することが必要となる．  

Rose ら(1997)による電力停止の経済的影響評価に関する先駆的研究以来，レジリエンシ

ーは経済被害分析の中核的なテーマである．申請者らの研究グループでも，ライフライン

の機能停止が産業の生産能力に及ぼす影響を計量化する途絶抵抗係数(31)の提案など，レジ

リエンシーに関連する一連の議論を Rose らとともにリードしてきた．被害の二重計算や

計算漏れが系統的に生じないような整合的な被害評価方法を開発し，産業セクターの被害

の計量化指標として「総被害額」を「操業利益の減少」と「復旧費用」との和として定め

れば整合的評価が可能となること，復興需要が発生する状況下においても「総被害額」を

セクターごとに集計化していけば，地域内の総被害額が整合的に求めうることを示した（中

野ら，2007）．近年では空間的応用一般均衡（SCGE）モデルをはじめとして家計や政府

を含む一般均衡の枠組みに拡張されつつある． 

しかしながら，現実には，災害発生後に公表される被害に関しては，建物等のストック被

害が中心であり，営業停止や需要減少による売上げの低下などのフロー次元の経済影響は

その重要性が認識されているにもかかわらず，公表されないことが多い．この一因は，物

的被害を反映する方法論の熟度が十分でないこと，入力データが十分に整備されていない

こと，それに加えて，モデル自体の信頼性が現実のデータで検証されてこなかったことな

どの問題点を指摘できる． 

我々は，事後的に観察される地震動や津波の強度等の分布，原子力災害による避難区域，

ライフラインの利用可能性などの情報をもとに，セクター別の残存生産能力を推定するこ

とを可能とするアプローチを提案してきた。空間的一般均衡モデルなどの経済モデルへの

災害時の入力情報（ショック）を与えるための基本情報の充実に資する成果ではあるが、

他の研究と同様、サプライチェーン途絶によって現実に発生した経済インパクトを再現す

るには至ってなかった。例えば、徳井ら(2012)では、産業連関モデルを用いてサプライチ

ェーン寸断の影響を分析しているが、特に自動車産業へのインパクトは現実に生じた影響

の 20%程度しか補足できていない。 

 
２．研究の目的 
 

岩手、宮城、福島の主要被災３県においては東日本大震災によって生じた生産減少の大

部分が生産設備の機能損傷とライフラインの機能停止の影響で説明しうることが分かって

きた．この一方で，被災の程度が相対的に小さかった栃木，茨城両県においては，操業能



力の推計値が生産実績を上回り，サプライチェーンの被災の影響等を反映することの必要

性を強く示唆する結果となった． 

この生産能力評価モデルを空間的一般均衡モデル（SCGE）に組み込んだ経済被害推計

モデル（プロトタイプモデル）についてはある程度の検討を行っており、代替弾力性の設

定によって地域間被害波及をある程度表現する（鉱工業生産指数との一致性の観点から）

ことができることが確認できている．災害発生前の代替弾力性を与えたこともあり，被災

地域外での影響が実績データに比べて小さく，モデルの改善が必要であることが示唆され

ている．この問題を克服すべく，東日本大震災後に実施した企業アンケート調査及び大規

模企業間取引に関するパネルデータ（60 万社，2010，2011，2012 の 3 時点）を用いてサ

プライチェーンの変化の実態を明らかにし，その変化の要因を特定するための分析が本研

究の中心的検討内容となる．その上で，サプライチェーン分析のために，地域間交易係数

を規定する代替弾力性に関するパラメータの設定に関する推計を実施する．最後に東本大

震災のケースに、本モデルを適用し、復旧過程をどの程度整合的に評価できるか、モデル

の適用性を検証する． 
 
 
３．研究の方法 
 

災害後の一定期間における経済では、基本的に地域間やセクター間の資本や労働の自由

な移動は行われず、財・サービスの代替性も低いことが想定される。この理由として、そ

もそも短期では技術的・情報的に代替しうる資本、労働、財・サービスを見つけることが

難しいこと、災害後の復旧活動が行われれば、経済がより元に近い状態に戻ることを各主

体が想定するため、急激に経済構造が変化しにくいことが理由として挙げられる。また、

資本と労働の間にも低代替性の関係が成り立つ。例えば、既に形成された資本（主として

設備等の非金融資産）をその事業での目的外に自由に利用することは考えられず、設備の

損傷が発生した状況において労働で代替できる範囲は限られている。例えば、Tatano and 

Tsuchiya (2008) では、Putty-Clay 型の技術を想定し、災害前は資本や労働の移動や代替

可能な状況を想定した最適な生産体制を考慮するが、災害後はどちらか一方の投入量の大

きさで生産量が決定される非代替的なレオンチェフ型の生産技術を想定している。 

こうした想定はいわゆる短期(short run) の経済分析に当てはまる。CGE においても短

期の経済影響評価に、Putty-Clay 型の生産技術や後述する価格の下方硬直性や収入の固

定などの仮定が設けられる。しかし、資本、労働、財・サービスに関して、災害後である

からといって、完全に代替ができないというわけではない。例えば、本研究で対象とする

地域間の財・サービスの場合、事前に準備しておいた調達先への一時的なシフトや事業継

続に重大な影響を与えると判断される場合は高額であっても他地域からの調達に切り替え

るようなケースは充分にある。すなわち、このような災害時の代替性に関する按配をうま

く説明するようなモデルが災害後の経済分析において求められている。 

このような課題に対して、実際に発生した災害である東日本大震災の再現性の観点から

モデルの諸条件を設定することを試みる。この際、特に以下の条件設定に焦点を当ててい

る。まず、対象期間としては後述するようにサプライチェーン被害の大きかった期間と予

想される震災後 3 か月間程度を対象とする。その期間における、サプライチェーン被害発

生の根源となる企業の生産要素の被害やライフライン途絶の影響に伴う生産能力の低下量

を SCGE の入力として整備する。地震動の大きさ、津波浸水エリア、ライフライン途絶



の影響を考慮し、詳細なメッシュ単位で整備された産業分布データを用いた推計を行う点

に特徴があり、既往の災害統計データを積み重ねながら開発を行っている。 

Putty-Clay 型の技術は踏襲しつつ、1）適切な分析の境界条件（クロージャ）を見出す

こと、2）財・サービスの地域間代替弾力性を適切な水準に設定すること の 2 店に主眼

を置いて分析を実施した。 
 
４．研究成果 

(1)ミクロ分析：東日本大震災時のハザード分布と企業の分布とを重ね合わせ，直接的な被災

企業の特定化を試みた．その上で 2010 年，2011 年の取引状況の変化との関係を調べ，震災に

伴う取引先発生の実態の把握を進め、企業ごとの産出水準の変化とも合わせて分析することで，

被災地域内外におけるサプライチェーン被害に関する分析を実施した。特に、ライフラインの

機能停止が企業の生産能力の低下に及ぼす影響度合いを示す指標である「ライフライン途絶抵

抗係数」を実態調査結果に基づいて計量化することに成功した。 
 

（2）空間的一般均衡分析モデルの改良：①被災企業の残存生産能力推計モデルの開発：2011

年および 2012 年に実施した企業アンケートに基づき、このうち、「機能的フラジリティ曲線」

と「生産能力回復曲線」を再推計し、モデルの精緻化を図った．②残存生産能力の SCGE モデル

への反映方法の検討し、復旧の実態に即したモデルのクロージャーを明らかにした。 

クロージャーとしては、労働に関して賃金の下方硬直性を仮定したケインズ型クロージャが

最も適すること、代替弾力性に関しては災害発生前のデータをもとに推計された代替弾力性値

よりもさらに小さな弾力性を設定することが必要であることを見出した。東日本大震災後 3か

月までの現象再現に関して良好な再現性を得ることができた。これらの入力条件をもとに、東

日本大震災時に発生したサプライチェーンの損傷に伴う経済影響を明らかにすることに成功し

た。その成果は国際学術誌論文（Kajitani and Tatano2018）として発表した。 
 

(3)本年度発生した西日本豪雨を対象として追加的にアンケート調査及びヒアリングを実施

し、本研究で得られた知見の照査を行った。 
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